
1 はじめに
企業年金制度において、規約は、実施事業主

等・加入者・受給者等にとって重要な事項が規
定されたいわば憲法のようなものです。したが
って、規約変更を行う場合には、しかるべき手
続きが求められています。一方、規約の変更内
容が軽微なものである場合もあり、そのような
場合には規約変更手続きの簡素化が図られてい
ます。平成18年3月27日には、「規制改革・民
間開放推進3カ年計画（再改定）」（平成18年3
月31日閣議決定）（→　http://www.kisei-
kaikaku.go.jp/publication/2005/0331/index.
html）を受け、申請者の事務負担を軽減するた
め、確定拠出年金及び確定給付企業年金におい
て、規約変更手続きが一部緩和されました。そ
こで、今月号では、企業年金制度（厚生年金基
金・確定給付企業年金・適格退職年金・確定拠
出年金）ごとに規約変更手続きの概要を整理し
てみます。

2 規約に定めるべき事項
企業年金制度は規約に基づいて運営されるた

め、取扱いに困ることのないよう、明確に、か
つ、もれなく取扱基準等を規約に定めておく必
要があります。
厚生年金基金・確定給付企業年金・確定拠出

年金においては、規約に定めるべき事項が法令
に規定されています。【表１】～【表４】の変
更事項欄に記載された事項が規約に記載すべき

事項とされています。
適格退職年金においては、規約に記載すべき

事項が法令で特に定められているわけではあり
ませんが、規約の記載内容が法令に定められた
適格要件を充足するものとなっていなければな
りません。

3 規約変更手続き
規約の変更を行う場合には行政官庁宛てに申

請等の手続きが必要となります。なお、行政官
庁宛ての申請等の手続きを行う前に、労使間で
十分な協議を行い労使合意を経る必要がありま
す。また、確定拠出年金の場合を除いて、年金
数理関係について、年金数理人（適格退職年金
の場合は社団法人日本アクチュアリー会の正会
員）が確認を行ったうえで申請等の手続きを行
うこととされています。
実際の規約変更手続きは変更内容に応じて異

なりますが、主な留意点は以下のとおりです。

（1）適格退職年金における規約変更手続き
適格退職年金では、他の企業年金制度と大き

く異なる点が2点あり、ひとつは、行政官庁
（国税庁）宛ての規約変更手続きは受託機関が
行うことになっている点で、もうひとつは、申
請等の期限が変更日の翌月末日（注）で、いわ
ば事後申請になっている点である。
予め国税庁長官の認定を受けた定型的な契約

書に基づく適格退職年金契約については、その
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労働組合�
等の同意�

実施事業所の事業主の名称及び住所【法第４条第１号】�
不要（※１）�

【規則第７条第２項第１号】�

実施事業所の名称及び所在地【法第４条第２号】�

○�

○�

○�

○�

○�

○�

○�

届出手続【法第７条第１項】�
変 更 事 項 �

不要�

不要�

不要�

不要�

不要�

(注)�
・労働組合等の同意とは、実施事業所に使用される被用者年金被保険者等の過半数で組織する労働組合があるときは当該労働組合、当該被
用者年金被保険者等の過半数で組織する労働組合がないときは当該被用者年金被保険者等の過半数を代表する者の同意をいう。実施事業
所が複数あるときは、各実施事業所について同意を得る必要がある。�
・（※１）については、平成18年3月27日に公布された厚生労働省令による改正前は、住所変更の場合に限り労働組合等の同意は不要で、名
称変更の場合には労働組合等の同意が必要であった。�
・「法」：確定給付企業年金法、「令」：確定給付企業年金法施行令、「規則」：確定給付企業年金法施行規則�

承認申請手続�
【法第６条第１項】�

（労働組合等の同意必要�
【法第６条第２項・第３項】）� 届出�

契約を締結した資産管理運用機関・投資顧問業者の名
称及び住所【法第４条第３号】�

弾力償却又は定率償却による特別掛金について毎事業
年度の特別掛金額に係る事項【規則第７条第１項第５号】�

事業年度その他財務に関する事項【法第４条第７号】�

終了及び清算に関する事項【法第４条第８号】�

資産管理運用契約に関する事項�
【法第４条第９号、令第２条第１号】�

確定給付企業年金又は厚生年金基金への実施事業所
単位の権利義務の移転に関する事項 �
【法第４条第９号、令第２条第２号】�

確定給付企業年金又は厚生年金基金からの実施事業
所単位の権利義務の承継に関する事項�
【法第４条第９号、令第２条第３号】�

他制度（確定給付企業年金・厚生年金基金・企業年金連
合会）から脱退一時金相当額等の移換を受ける場合には、
当該脱退一時金相当額等の移換に関する事項�
【法第４条第９号、令第２条第４号】�

業務委託契約に関する事項�
【法第４条第９号、令第２条第５号】�

事務費の負担に関する事項�
【法第４条第９号、令第２条第６号】�

実施事業所に使用される被用者年金被保険者等が加
入者となることについて一定の資格を定める場合には、
当該資格に関する事項【法第４条第４号】�

給付の種類、受給の要件及び額の算定方法並びに給付
の方法（年金給付の支給期間及び支払期月に関する事
項を含む。）に関する事項【法第４条第５号】�

掛金の拠出に関する事項（加入者が掛金を負担する場
合には、当該負担に関する事項を含む。） �
【法第４条第６号】�

（ア）�

（イ）�

（ウ）�

（エ）�

（オ）�

（カ）�

（キ）�

（ク）�

（ケ）�

（コ）�

（サ）�

（シ）�

（ス）�

（セ）�

（ソ）�

○�
（掛金拠出以外の事項の変
更に伴い掛金拠出に関する
事項を変更する場合、又は、
加入者が負担する掛金の負
担に関する事項を変更する
場合）（（キ）の場合を除く。）�

○�
（左記以外の場合）（（キ）の場合を除く。）�

【規則第７条第１項第４号】�

○�
（事業主の増加又は減少に係

る場合）�

○�
（実施事業所の増加又は減少

に係る場合）�

�

○�
（事業主の増加又は減少に係る場
合以外）【規則第７条第１項第１号】�

○�
（実施事業所の増加又は減少に係る
場合以外）【規則第７条第１項第２号】�

不要�
【法第７条第１項ただし書き、
規則第７条第１項第３号】�

不要�
【規則第１０条第２号、�
規則第７条第１項第５号】�

○�
【規則第７条第１項第５号】�

○�
【規則第７条第１項第６号】�

○�
【規則第７条第１項第６号】�

○�
【規則第７条第１項第６号】�

不要�
【規則第１０条第１号、�
規則第７条第１項第６号】�

不要�
【規則第１０条第１号、�
規則第７条第１項第６号】�

不要（※１）�
【規則第７条第２項第２号】�

不要（※１）�
【規則第７条第２項第３号】�

【表１】規約型企業年金における規約変更手続き�
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届出不要�

名称【法第１１条第１号】�

事務所の所在地【法第１１条第２号】�

届出手続【法第１７条第１項】�
変 更 事 項 �

(注)�
・規約の変更は代議員会の議決が必要。認可申請手続の必要な事項については代議員の定数の3分の2以上の多数で議決し、届出手続を行う
事項については出席した代議員の過半数で議決する。�
・「法」：確定給付企業年金法、「令」：確定給付企業年金法施行令、「規則」：確定給付企業年金法施行規則�

認可申請手続�
【法第１６条第１項】� 届出�

実施事業所に使用される被用者年金被保険者等が加入者とな
ることについて一定の資格を定める場合には、当該資格に関す
る事項【法第４条第４号】�

給付の種類、受給の要件及び額の算定方法並びに給付の方法
（年金給付の支給期間及び支払期月に関する事項を含む。）に
関する事項【法第４条第５号】�

掛金の拠出に関する事項（加入者が掛金を負担する場合には、
当該負担に関する事項を含む。）�
【法第４条第６号】�

弾力償却又は定率償却による特別掛金について毎事業年度の
特別掛金額に係る事項【規則第７条第１項第５号】�

基金資産運用契約に関する事項�
【法第１１条第７号、令第５条第１号】�

業務委託契約に関する事項�
【法第１１条第７号、令第５条第２号】�

福利及び厚生に関する事業を行う場合には、当該事業に関す
る事項【法第１１条第７号、令第５条第３号】�

事務費の負担に関する事項�
【法第１１条第７号、令第５条第４号、令第２条第６号】�

基金の職員に関する事項とする。�
【法第１１条第７号、令第５条第５号、規則第１４条】�

確定給付企業年金又は厚生年金基金への実施事業所単位の
権利義務の移転に関する事項�
【法第１１条第７号、令第５条第４号、令第２条第２号】�

確定給付企業年金又は厚生年金基金からの実施事業所単位
の権利義務の承継に関する事項�
【法第１１条第７号、令第５条第４号、令第２条第３号】�

他制度（確定給付企業年金・厚生年金基金・企業年金連合会）
から脱退一時金相当額等の移換を受ける場合には、当該脱退
一時金相当額等の移換に関する事項�
【法第１１条第７号、令第５条第４号、令第２条第４号】�

（ア）�

（イ）�

（ウ）�

（エ）�

（オ）�

（カ）�

（キ）�

（ク）�

（ケ）�

（コ）�

（サ）�

（シ）�

（ス）�

（セ）�

（ソ）�

（タ）�

（チ）�

（ツ）�

（テ）�

（ト）�

�

【表２】基金型企業年金（企業年金基金）における規約変更手続き�

○�

不要�

不要�

不要�

○�

不要�

不要�

○�

○�

不要�

不要�

不要�

不要�

不要�

○�

○�

○�

○�

代議員及び代議員会に関する事項【法第１１条第３号】�

役員に関する事項【法第１１条第４号】�

解散及び清算に関する事項【法第１１条第５号】�

公告に関する事項【法第１１条第６号】�

実施事業所の名称及び所在地【法第４条第２号】�

○�
（掛金拠出以外の事項の変
更に伴い掛金拠出に関する
事項を変更する場合、又は、
加入者が負担する掛金の負
担に関する事項を変更する
場合）（（サ）の場合を除く。）�

○�
（左記以外の場合）（（サ）
の場合を除く。）�
【規則第１５条第３号】�

事業年度その他財務に関する事項 【法第４条第７号】�

○�

○�
【規則第１５条第１号】�

○�
【規則第１５条第１号】�

○�
【規則第１５条第１号】�

○�
【規則第１５条第１号】�

○�
【規則第１５条第１号】�

○�
【規則第１５条第２号】�

○�
【規則第１５条第３号】�

○�
【規則第１５条第３号】�

○�
【規則第１８条第２号、�
規則第１５条第３号】�

○�
【規則第１８条第１号、�
規則第１５条第２号】�

○�
【規則第１８条第１号、�
規則第１５条第２号】�
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【表３】厚生年金基金における規約変更手続き�

届出手続�
【法第１１５条第３項】�変　更　事　項�

（ア）�

（イ）�

（ウ）�

（エ）�

（オ）�

（カ）�

（キ）�

（ク）�

（ケ）�

（コ）�

（サ）�

（シ）�

（ス）�

（セ）�

（ソ）�

（タ）�

名称【法第１１５条第１項第１号】�

事務所の所在地【法第115条第1項第2号】�

役員に関する事項【法第１１５条第１項第５号】�

代議員及び代議員会に関する事項【法第１１５条第１項第４号】�

加入員に関する事項【法第１１５条第１項第６号】�

標準給与に関する事項【法第１１５条第１項第７号】�

解散及び清算に関する事項【法第１１５条第１項第１２号】�

事業年度その他財務に関する事項【法第１１５条第１項第１１号】�

掛金及びその負担区分に関する事項【法第１１５条第１項第１０号】�

業務の委託に関する事項【法第１１５条第１項第１３号】�

公告に関する事項【法第１１５条第１項第１４号】�

その他厚生労働大臣の定める事項【令第２条第７号】�

その他組織及び業務に関する重要事項【法第１１５条第１項第１５号】�

○�
【令第２条第１号】�

○�
【令第２条第３号】�

○�
【令第２条第４号】�

○�
【令第２条第５号】�

○�
【令第２条第６号】�

○�
【令第２条第７号】�

○�

不要�

不要�

不要�

不要�

不要�

不要�

○�

○�

○�

○�

○�

○�

○�

○�

○�
（設立事業所の増加又は
減少に係る場合）�

○�
（設立事業所の増加又は
減少に係る場合以外）�
【令第２条第２号】�

基金の設立に係る適用事業所の名称及び所在地�
【法第１１５条第１項第３号】�

年金たる給付及び一時金たる給付に関する事項�
【法第１１５条第１項第８号】�

年金たる給付及び一時金たる給付に充てるべき積立金の管理及び
運用に関する契約に関する事項【法第１１５条第１項第９号】�

（注）�
・規約の変更は代議員会の議決が必要。認可申請手続の必要な事項については代議員の定数の3分の2以上の多数で議決し、届出
手続を行う事項については出席した代議員の過半数で議決する。�
・「法」：厚生年金保険法、「令」：厚生年金基金令�

認可申請手続�
【法第１１５条第２項】�

�

RT10298
テキストボックス
（※１）

RT10298
テキストボックス
（※１）「厚生年金基金に係る規約変更の取扱いについて（平成9年6月11日年発第3354号）」により以下の事項が該当する。・ 法令改正に伴う一律の規約変更・ 積立金の管理・運用に係る契約についての掛金の払込割合・給付費等の負担割合の変更に伴う基金規約の変更・ 運用受託機関又は資産管理機関の新規採用、辞任、解任又は名称変更に伴う基金規約の変更
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【表４】企業型年金（確定拠出年金）における規約変更手続き�

変更事項�

承認申請手続�
【法第5条第1項】�
（労働組合等の同意
必要【法第5条第2
項・第3項】）�

届出手続【法第6条第1項】�

届出時に�
労働組合等の同意必要�

届出時に�
労働組合等の同意不要�

（ア）�

（イ）�

（ウ）�

（エ）�

（オ）�

（カ）�

（キ）�

（ク）�

（ケ）�

（コ）�

（サ）�

（シ）�

（ス）�

（セ）�

（ソ）�

（タ）�

（チ）�

�

資産管理機関の名称及び住所【法第３条第３項第５号】�

企業型年金を実施する厚生年金適用事業所の事業主の名称及び
住所【法第３条第３項第１号】�

企業型年金が実施される事業所の名称及び所在地�
【法第３条第３項第２号】�

事業主が拠出する掛金（以下「事業主掛金」という。）の額の算定
方法に関する事項【法第３条第３項第７号】�

運用の方法の提示及び運用の指図に関する事項�
【法第３条第３項第８号】�

企業型年金の給付の額及びその支給の方法に関する事項�
【法第３条第３項第９号】�

運営管理業務の委託に係る契約に関する事項【令第３条第１号】�

事業主がその責務として講じる、企業型年金加入者等に対する資
産の運用に関する基礎的な資料の提供その他の必要な措置の内
容【令第３条第３号】�
他制度から資産の移換を受ける場合には、当該資産の移換に関
する事項【令第３条第４号】�

資産管理契約に関する事項【令第３条第２号】�

企業型年金加入者が資格を喪失した日において実施事業所に使
用された期間が３年未満である場合において、その者の個人別管
理資産のうち当該企業型年金に係る事業主掛金に相当する部分
の全部又は一部を事業主に返還することを定めるときは、当該返
還資産額の算定方法に関する事項【法第３条第３項第１０号】�

実施事業所に使用される被用者年金被保険者等が企業型年金加
入者となることについて一定の資格を定める場合にあっては、当
該資格に関する事項【法第３条第３項第６号】�

企業型年金の実施に要する事務費の負担に関する事項�
【法第３条第３項第１１号】�

事業主が運営管理業務の全部又は一部を行う場合にあっては、そ
の行う業務【法第３条第３項第３号】�

確定拠出年金運営管理機関の名称及び住所並びにその行う業務
【法第３条第３項第４号】�

脱退一時金相当額等の移換に関する事項【令第３条第５号】�

企業型年金の事業年度に関する事項【令第３条第６号】�

○�
（事業主の増加に係る場合）�
【規則第５条第１項第１号】�

○�
（事業主の増加に係

る場合）�

○�
（実施事業所の増加

に係る場合）�

○�
（確定拠出年金運営
管理機関の行う業務）�

○�
（資産管理契約の相

手方以外）�

○�
（実施事業所の減少に係る場合）�
【規則第５条第１項第２号】�

○�
（資産管理契約の相手方）�
【規則第５条第１項第６号】�

○�
【規則第５条第１項第７号】�

○�
（企業型年金加入者等が負担
する事務費の額又は割合の減
少に係る変更に限る。）�
【規則第５条第１項第５号】�

○（※１）�
（事業主の増減がない場合）�
【規則第５条第１項第１号、�
　規則第５条第２項第１号】�

○（※１）�
（実施事業所の増減がない場合）�
【規則第５条第２項第２号、
規則第５条第２項第２号】�

○（※１）�
（確定拠出年金運営管理機
関の名称又は住所の変更

に限る。）�
【規則第５条第１項第３号、�
　規則第５条第２項第３号】�

○（※１）�
【規則第５条第１項第４号、�
　規則第５条第２項第４号】�

○�

不要�

不要�

不要�

○�

○�

○�

○�

○�

○�

○�

○�

○�

（注）�
・労働組合等の同意とは、実施事業所に使用される被用者年金被保険者等の過半数で組織する労働組合があるときは当該労働組合、当該被用者
年金被保険者等の過半数で組織する労働組合がないときは当該被用者年金被保険者等の過半数を代表する者の同意をいう。実施事業所が
複数あるときは、各実施事業所について同意を得る必要がある。�

・（※1）については、平成18年3月27日に公布された厚生労働省令による改正前は、住所又は所在地変更の場合に限り労働組合等の同意は不要
で、名称変更の場合には労働組合等の同意が必要であった。�

・「法」：確定拠出年金法、「令」：確定拠出年金法施行令、「規則」：確定拠出年金法施行規則�

�
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契約書の範囲内で規約を変更する場合、受託機
関が自主審査を行ったうえで、国税庁長官へ所
定の届出書を変更内容に応じて必要な書類を添
付して提出する取扱いとなっており、この提出
をもって国税庁長官の承認があったものとみな
される（→法人税法施行令附則第17条第7項）。
ただし、労使間の協議・就業規則等の変更手続
き等は事業主が自ら行う必要がある。
例えば、平成18年6月1日に規約を変更する

場合、平成18年7月31日までに受託機関が国
税庁へ届出書（国税庁長官宛ての届出書）を変
更内容に応じて必要な書類を添付して提出す
る。
（注）再計算に伴う変更の場合は、再計算終了
期限（再計算日から6ヶ月）の翌月末日。再計
算日が1月1日であれば8月末日。

（2）厚生年金基金・確定給付企業年金・企業
型年金（確定拠出年金）における規約変
更手続き

厚生年金基金・確定給付企業年金・確定拠出
年金における規約変更続きは、適格退職年金の
場合とは異なり、行政官庁（いずれも厚生労働
省）宛ての事前申請が原則で、申請主体も受託
機関ではなく年金制度の実施主体（厚生年金基
金、企業年金基金、規約型企業年金を実施して
いる事業主、又は、企業型年金を実施している
事業主。以下「年金制度実施事業主等」という。）
となっている。

規約の変更内容が軽微なものは申請（厚生労
働大臣の承認・認可を得るための手続き）では
なく、届出を行うだけでよいこととされている。
届出を行うだけでよい変更内容が軽微なものは
法令に列挙されている（【表１】～【表４】ご
参照）。届出を行うだけであっても、通常、労
働組合等の同意が必要とされている。平成18
年3月27日に公布された厚生労働省令では、規
約型企業年金・企業型年金（確定拠出年金）に
おいて、単なる事業主等の名称変更のみであれ
ば労働組合等の同意を不要とする手続きの簡素
化が図られた。（【表１】・【表４】中の（※1）
ご参照）
なお、申請書の厚生労働省での審査にかかる

標準処理期間は2ヶ月とされているため、変更
日の2ヶ月前までに申請書を提出する必要があ
る。また、厚生年金基金・確定給付企業年金に
おいて給付減額を行おうとする場合には、変更
しようとする日の4ヶ月前を目安に地方厚生
（支）局を通じて厚生労働省と給付設計の内容、
スケジュール等について事前に協議する必要が
ある。
例えば、平成19年4月1日に規約を変更する

申請を行う場合、平成19年1月31日までに年
金制度実施事業主等が、地方厚生（支）局を通
じて、厚生労働省へ申請書（変更内容に応じた
厚生労働大臣宛て又は地方厚生（支）局長宛て
の申請書）を変更内容に応じて必要な書類を添
付して提出する。




